様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022 年　4 月 10日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　くまがいぐみ
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社　熊谷組
（ふりがな）　さくらの　やすのり
                  （法人の場合）代表者の氏名 　　　櫻野　泰則  印
住所　〒162-8557　東京都新宿区津久戸町２－１
法人番号　1210001001082　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①投資家の皆様へ　成長戦略
②グループビジョン
③中期経営計画2021
④DX方針

	公表日
	①2021年 8月24日【社長インタビュー】
②2016年 4月13日
③2021年 5月13日
④2021年11月17日、2021年 9月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	以下　当社社外ホームページ
【】は記載箇所、ページを記す
①　社長インタビュー
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/management/strategy/index.html　
②　
https://www.kumagaigumi.co.jp/company/groupvision.html　　
③【5 目指す社会の実現に向けて担う役割】
【6　基本方針】 
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/management/mideium_term/index.html
④情報戦略委員会委員長メッセージ
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/management/dx/dx/index.html  
DX方針（方針・戦略・ロードマップ）
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/IR_DX_20210930.pdf

	記載内容抜粋
	①社長のトップコミットメントとして、成長戦略を描き会社の方向性を表明。顧客視点からのESG/SDGs取組方針を明確化。その実現のためにDXの推進を加速させる。
　社訓・経営理念で当社の基本理念を示す。
②グループ全体でのあるべき姿勢、ビジョンを表明。
③当社グループの役割「社会から求められる建設サービス業の担い手として、目指す社会の実現に貢献する」というビジョンを掲げ、「建設請負事業の深化、建設周辺事業の進化、新たな事業の開拓、経営基盤の強化」の4つの経営の方向性（戦略の基本方針）を示す。
④実務執行総括責任者（情報戦略委員会委員長）のメッセージとともに、デジタル活用と②グループビジョンの関係をDX方針として公表

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①②④取締役会で承認された事項に基づき作成
③取締役会で承認




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①中期経営計画2021
②コーポレートレポート2021
③DX方針　
④基幹システムの協業　プレスリリース

	公表日
	①2021年　5月13日
②2021年　8月24日
③2021年  9月30日
④2021年　8月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	以下当社社外ホームページ
以降【】は記載箇所を記す
①【7　戦略】 
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/management/mideium_term/index.html　
②【12枚目　熊谷組のESG・SDGs戦略　P22,23】 
【14枚目　事業戦略　土木事業　P27,28】 
【15枚目　事業戦略　建築事業　P29,30】
https://www.kumagaigumi.co.jp/csr/item/CR2021-Web-1001-all.pdf
③https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/IR_DX_20210930.pdf
④
https://www.kumagaigumi.co.jp/news/2021/pr_20210830_dx_1.html

	記載内容抜粋
	①4つの戦略の基本方針に対し、各々注力分野と強化施策を記載。経営基盤の強化では注力する取組としてデジタル化をあげる。
②ESG・SDGs戦略で事業における課題を整理。DXの推進を明記。 事業部門でのデジタル活用の施策を記載。
③「DX方針」では、DXを熊谷組グループビジョン「高める、つくる、そして、支える」を実現するための手段であると位置付け、デジタルを業務戦略に落とし込む。
④現業務の抱える様々な課題を解決するため、データを一元化し、業務プロセスの統合化・効率化・自動化を図ることを表明。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①取締役会で承認
②③④取締役会で承認された事項に基づき作成



[bookmark: _heading=h.gjdgxs]　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	②【34枚目　会社情報　会社組織図　P67】
③【3枚目　熊谷組グループの推進体制】
④冒頭文

	記載内容抜粋
	②2021年4月社長直下組織として経営戦略室を組織し、さらに2021年5月にIT関連部署を再編し、DX推進部を新設。
③情報戦略委員会、情報戦略専門部会という部門横断の経営会議を組織する。情報戦略委員会委員長（実務執行総括責任者）を表記。グループとしてDX推進体制を示す。
④基幹システムについて㈱チェプロの統合型ERP「建設WAO」を採用し、共同で導入プロジェクトを開始。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 【10　投資計画　P15】 
3 【2枚目　DXロードマップ】
4 【基幹システム刷新の背景とプロジェクトの目的】

	記載内容抜粋
	1 投資計画400億の大枠としてデジタル化関連を記載。
③　デジタル化投資額3年間で25億を公開。
④　基幹システム刷新プロジェクトに他社との協業を選択。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①コーポレートレポート2021

	公表日
	2021年 8月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社社外ホームページ
https://www.kumagaigumi.co.jp/csr/item/CR2021-Web-1001-all.pdf
以降【】は記載箇所を記す
【6枚目　熊谷組部ループの価値創造プロセスP10，11】
【8枚目　中期経営計画　財務目標・非財務目標P14,15】
【12枚目　熊谷組のESG・SDGs戦略　ESG・SDGsマトリクスP22,23】

	記載内容抜粋
	長期構想に沿った中期経営計画（2021～2023）を策定しESG経営を取り込む。財務・非財務指標を掲げ、戦略の基本方針を示した。戦略の一つとして経営基盤の強化策にデジタル化を示す。ESG・SDGs戦略の達成目標指標を記載。年度毎に集計し、指標の実績値をコーポレートレポートに取りまとめして公開。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2021年8月24日
②2021年11月17日

	発信方法
	以下当社社外ホームページ
①社長インタビュー【ESG視点による非財務目標を新たに掲げた理由は何でしょうか？】他
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/management/strategy/index.html
②DX方針公開に伴う情報戦略委員会委員長のメッセージ
https://www.kumagaigumi.co.jp/ir/management/dx/dx/index.html

	発信内容
	①ESG視点から基盤戦略（経営基盤強化）の一つとしてデジタル化を重点施策と発信。
②実務執行総括責任者が、DXの進捗状況等メッセージを公開



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	定期的に行っている

	実施内容　

	取締役副社長を委員長とする情報戦略専門委員会を1回/月で開催し、情報処理システムにおける課題の把握を実施。（2021年は4月より実施している。）
経産省　「DX推進指標自己診断フォーマット」を用いて課題把握を自己診断にて実施（IPA自己診断結果入力サイトにて入力済み）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年 4月頃　～　
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	（１）情報セキュリティポリシー（情報セキュリティ基本方針、情報セキュリティ対策基準）について社内規定を定める。
（２）IT内部監査（経営者評価）、IT外部監査（監査法人）を実施。
	




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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